
国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学保有個人情報保護規程 

 

平成１７年３月３１日 

規程第   ６   号 

 

目次 

 第１章 総則（第１条－第３条） 

 第２章 保有個人情報の開示（第４条－第１１条） 

 第３章 訂正（第１２条－第１８条） 

 第４章 利用停止（第１９条－第２３条） 

 第５章 審査請求（第２４条－第２７条） 

 第６章 独立行政法人等非識別加工情報の提供（第２８条－第３９条） 

 第７章 雑則（第４０条・第４１条） 

 附則 

 

 

    第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学（以下「本学」

という。）における保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の実施に係る取

扱い並びに独立行政法人等非識別加工情報（独立行政法人等非識別加工情報

ファイルを構成するものに限る。）の作成及び提供等に関し必要な事項を定

める。 

 

（法令との関係） 

第２条 この規程に定めのない事項については、独立行政法人等の保有する個

人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号。以下「法」という。）、

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年

政令第５４９号。以下「政令」という。）、行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下

「番号法」という。）、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律施行令（平成２６年政令第１５５号）、国立大学法人

奈良先端科学技術大学院大学個人情報管理規程（平成１７年規程第５号。以

下「個人情報管理規程」という。）その他法令等の定めるところによる。 

 

（定義） 

第３条 この規程において「独立行政法人等」とは、独立行政法人通則法（平

成１１法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び法別表に

掲げる法人をいう。 

２ この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、



次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

（１）当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若し

くは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。次項第２号において同

じ。）で作られる記録をいう。）に記載され、若しくは記録され、又は

音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を

除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができ

るもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。） 

（２）個人識別符号が含まれるもの 

３ この規程において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する

文字、番号、記号その他の符号のうち、政令で定めるものをいう。 

（１）特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換し

た文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別するこ

とができるもの 

（２）個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関

し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、

若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符号であ

って、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものと

なるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録されることにより、

特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別することができる

もの 

４ この規程において「保有個人情報」とは、本学の役員又は職員（派遣職員

を含む。以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、本

学の役員又は職員が組織的に利用するものとして、本学が保有しているもの

をいう。ただし、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成

１３年法律第１４０号。以下「情報公開法」という。）第２条第２項に規定

する法人文書（以下単に「法人文書」という。）に記録されているものに限

る。 

５ この規程において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の

集合物であって、次に掲げるものをいう。 

（１）一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を

用いて検索することができるように体系的に構成したもの 

（２）前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生

年月日、その他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したもの 

６ この規程において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別

される特定の個人をいう。 

７ この規程において「非識別加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報（他

の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ



ることとなるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定

の個人を識別することができることとなるものを除く。）を除く。以下この

項において同じ。）の区分に応じて当該各号に定める措置を講じて特定の個

人を識別することができない（個人に関する情報について、当該個人に関す

る情報に含まれる記述等により、又は当該個人に関する情報が他の情報と照

合することができる個人に関する情報である場合にあっては他の情報（当該

個人に関する情報の全部又は一部を含む個人情報その他の独立行政法人等の

保有する個人情報の保護に関する法律第四章の二の規定による独立行政法人

等非識別加工情報の提供に関する規則（平成２９年個人情報保護委員会規則

第２号）第２条で定める情報を除く。）と照合することにより、特定の個人

を識別することができないことをいう。）ように個人情報を加工して得られ

る個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができないよう

にしたものをいう。 

（１）第２項第１号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる記述等の

一部を削除すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を

有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。） 

（２）第２項第２号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる個人識別

符号の全部を削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規

則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。） 

８ この規程において「独立行政法人等非識別加工情報」とは、次の各号のい

ずれにも該当する個人情報ファイルを構成する保有個人情報（他の情報と照

合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとな

るもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識

別することができることとなるものを除く。）を除く。以下この項において

同じ。）の全部又は一部（これらの一部に情報公開法第５条に定める不開示

情報（同条第１号に掲げる情報を除く。以下この項において同じ。）が含ま

れているときは、当該不開示情報に該当する部分を除く。）を加工して得ら

れる非識別加工情報をいう。 

（１）法第１１条第２項各号のいずれかに該当するもの又は同条第３項の規定

により同条第１項に規定する個人情報ファイル簿に記載しないこととされ

るものでないこと。 

（２）本学に対し、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報が記録され

ている法人文書の情報公開法第３条の規定による開示の請求があったとし

たならば、本学が次のいずれかを行うこととなるものであること。 

  イ 当該法人文書に記録されている保有個人情報の全部又は一部を開示す

る旨の決定をすること。 

  ロ 情報公開法第１４条第１項又は第２項の規定により意見書の提出の機

会を与えること。 

（３）本学の事務及び事業の適正かつ円滑な運営に支障のない範囲内で、別に

定める基準に従い、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を加工



して非識別加工情報を作成することができるものであること。 

９ この規程において「独立行政法人等非識別加工情報ファイル」とは、独立

行政法人等非識別加工情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものを

いう。 

（１）特定の独立行政法人等非識別加工情報を電子計算機を用いて検索するこ

とができるように体系的に構成したもの 

（２）前号に掲げるもののほか、特定の独立行政法人等非識別加工情報を容易

に検索することができるように体系的に構成したものとして政令で定める

もの 

１０ この規程において「削除情報」とは、独立行政法人等非識別加工情報の

作成に用いた保有個人情報（他の情報と照合することができ、それにより特

定の個人を識別することができることとなるもの（他の情報と容易に照合す

ることができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるも

のを除く。）を除く。以下同じ。）から削除した記述等及び個人識別符号を

いう。 

１１ この規程において「個人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の

規定により、住民票コード（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第

７条第１３号に規定する住民票コードをいう。以下同じ。）を変換して得ら

れる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別す

るために指定されるものをいう。 

１２ この規程において「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、

当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民

票コード以外のものを含む。）をその内容に含む保有個人情報をいう。 

１３ この規程において「部局」とは、情報科学研究科、バイオサイエンス研

究科（遺伝子教育研究センターを含む。）、物質創成科学研究科（物質科学

教育研究センターを含む。）、総合情報基盤センター、データ駆動型サイエ

ンス創造センター、保健管理センター、戦略企画本部、教育推進機構、研究

推進機構、監査室、環境安全衛生管理室、男女共同参画室及び事務局各課を

いう。 

１４ この規程において「独立行政法人等非識別加工情報取扱事業者」とは、

独立行政法人等非識別加工情報ファイルを事業の用に供している者をい

う。ただし、次に掲げる者を除く。 

（１）国の機関 

（２）独立行政法人等 

（３）地方公共団体 

（４）地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）

第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。） 

 

 

    第２章 保有個人情報の開示 



（開示請求の手続） 

第４条 法第１２条第１項、第２項及び番号法第３０条第２項の規定により読

み替えて適用する法第１２条第２項の規定により、開示を請求する者（以下

「開示請求者」という。）は、書面（以下「保有個人情報開示請求書」とい

う。）に必要な事項を記載し、開示請求に係る手数料（以下「開示請求手数

料」という。）とともに、学長に提出しなければならない。 

２ 開示請求者は、前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる書類のいずれ

かを提示し、又は提出しなければならない。 

（１）保有個人情報開示請求書に記載されている開示請求者の氏名及び住所又

は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている次に掲げる書類 

  イ 運転免許証 

  ロ 健康保険の被保険者証 

  ハ 番号法第２条第７項に規定する個人番号カード（以下「個人番号カー

ド」という。） 

 ニ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の

３に規定する在留カード（以下「在留カード」という。） 

 ホ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法（平成３年法律第７１号）第７条第１項に規定する特別

永住者証明書（以下「特別永住者証明書」という。） 

 ヘ その他法律又はこれに基づく命令の規定により交付された書類であっ

て、当該開示請求をする者が本人であることを確認するに足りるもの 

（２）前号に掲げる書類をやむを得ない理由により提示し、又は提出すること

ができない場合にあっては、当該開示請求をする者が本人であることを確

認するため本学が適当と認める書類 

３ 保有個人情報開示請求書を本学に郵送して開示請求をする場合は、開示請

求者は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる書類を本学に提出しなければ

ならない。 

（１）前項各号に掲げる書類のいずれかを複写機により複写したもの 

（２）その者の住民票の写しその他その者が前号に掲げる書類に記載された

本人であることを示すものとして本学が適当と認める書類（開示請求を

する日前３０日以内に作成されたものに限る。） 

４ 法第１２条第２項の規定により法定代理人が開示請求をする場合において

は、当該法定代理人は、戸籍謄本その他その資格を証明する書類（開示請求

をする日前３０日以内に作成されたものに限る。）を提示し、又は提出しな

ければならない。 

５ 番号法第３０条第２項の規定により読み替えて適用する法第１２条第２項

に基づき、任意代理人が開示請求をする場合においては、当該任意代理人は、

その資格を証明する委任状（開示請求をする日前３０日以内に作成されたも

のに限る。）を提示し、又は提出しなければならない。 

６ 開示請求をした法定代理人又は任意代理人は、当該開示請求に係る保有個



人情報の開示を受ける前にその資格を喪失したときは、直ちに、書面でその

旨を学長に届け出なければならない。 

７ 前項の届出があったときは、当該開示請求は、取り下げられたものとみな

す。 

８ 学長は、開示請求に係る書類に不備があるときは、開示請求者に参考とな

る情報を提供し、その補正を求めることができる。 

９ 開示請求手数料は、開示請求に係る保有個人情報が記録されている法人文

書１件につき３００円とし、現金で納めるものとする。 

１０ 相互に密接な関連を有する複数の法人文書に記録されている保有個人情

報の開示請求が行われた場合は、前項の規定の適用については、当該複数の

法人文書を１件の法人文書とみなす。 

１１ 保有個人情報開示請求書を受理したときは、当該開示請求者に当該保有

個人情報開示請求書の写し１部及び開示請求手数料の受領書を交付するもの

とする。 

１２ 学長は、特定個人情報の開示の請求を受けた場合において、当該特定

個人情報に係る本人が、経済的困難により第９項の手数料を納付する資力

がないと認めるときは、当該手数料を免除することができる。 

１３ 前項の規定による手数料の免除を受けようとする者は、保有個人情報

開示請求書の提出を行う際に、併せて当該免除を求める理由を記載した申

請書を提出しなければならない。 

１４ 前項の申請書には、第１２項の特定個人情報に係る本人が生活保護法

（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第１項各号に掲げる扶助を受けて

いることを理由とする場合にあっては当該扶助を受けていることを証明す

る書面を、その他の事実を理由とする場合にあっては当該事実を証明する

書面を添付しなければならない。 

１５ 学長は、第１３項に規定する申請書の提出があった場合において、開

示手数料を免除し、又は免除しない旨の決定をしたときは、その旨を書面

により開示請求者に通知するものとする。 

 

（開示等の検討） 

第５条 学長は、保有個人情報の開示、部分開示及び不開示（以下「開示等」

という。）を検討するに当たって、当該保有個人情報を保有する部局の長の

意見を求めるとともに、必要に応じて個人情報管理規程第１０条に規定する

情報公開・個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）に意見を求める

ものとする。 

２ 本学が保有する保有個人情報における開示及び不開示の基準については、

別に定める。 

 

（開示請求に対する措置等） 

第６条 学長は、法第１３条第３項に規定する補正に要した日数を除き、開示



請求があった日から３０日以内に開示等の決定を行うものとし、開示請求に

係る保有個人情報の全部若しくは一部を開示する旨又はその全部を開示しな

い旨を、書面により当該開示請求者に通知するものとする。 

２ 学長は、法第１９条第２項の規定に基づき、３０日以内の範囲で前項の期

間を延長するときは、その旨を書面により当該開示請求者に通知するものと

する。 

 

（開示等の決定の期限の特例） 

第７条 学長は、法第２０条の規定に基づき、開示請求に係る保有個人情報の

うちの相当の部分を除く残りの部分について、開示等の決定をする期間を延

長するときは、その旨を書面により当該開示請求者に通知するものとする。 

 

（事案の移送） 

第８条 学長は、法第２１条第１項又は法第２２条第１項の規定に基づき、事

案を独立行政法人等又は行政機関の長に移送するときは、その旨を書面によ

り当該開示請求者に通知するものとする。 

 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第９条 学長は、法第２３条第１項の規定に基づき、第三者から意見を聴取す

るときは、当該第三者に通知して、意見書を提出する機会を与えることがで

きる。 

２ 学長は、法第２３条第２項の規定に基づき、第三者から意見を聴取すると

きは、当該第三者に通知して、意見書を提出する機会を与えるものとする。 

３ 学長は、法第２３条第３項の規定に基づき、第三者の意に反して開示する

ときは、その旨を書面により当該第三者に通知するものとする。 

 

（開示の実施） 

第１０条 法第２４条第３項の規定に基づき、保有個人情報の開示を受ける者

は、学長に申し出なければならない。 

２ 保有個人情報の開示の方法については、当該保有個人情報が文書又は図画

に記録されているときは、閲覧又は写しの交付等により行い、法人文書の種

別に応じた具体的な開示の実施方法については、国立大学法人奈良先端科学

技術大学院大学情報公開規程（平成１６年規程第８７号。以下「情報公開規

程」という。）別表第１の規定を準用する。この場合において、「法第１５

条第１項」又は「法第１５条第２項」とあるのは「独立行政法人等の保有す

る個人情報の保護に関する法律第２４条第１項」と読み替えるものとする。 

３ 保有個人情報の開示は、あらかじめ定められた場所において実施するもの

とする。ただし、当該保有個人情報が記録されている法人文書を移動すると

汚損の危険性がある場合や利用者の居所等の都合により当該場所まで出向く

ことができない場合は、当該保有個人情報を保有する部局において実施でき



るものとする。 

４ 開示を受ける者が保有個人情報が記録されている法人文書の写しの送付に

よる開示の実施を希望する場合は、当該法人文書の写しを送付するものとす

る。この場合、郵送料を郵便切手で徴収するものとする。 

 

（移送された事案） 

第１１条 法第２１条第２項又は行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５８号）第２２条第２項の規定に基づき、独立行政

法人等又は行政機関の長から移送された事案に係る開示等の検討及び決定並

びに開示等の実施については、第５条から前条までの規定に準じて行うもの

とする。 

 

 

    第３章 訂正 

（訂正請求の手続） 

第１２条 法第２７条第１項、第２項及び番号法第３０条第２項の規定により

読み替えて適用する法第２７条第２項の規定に基づき、自己を本人とする保

有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同じ。）を請求する者（以下

「訂正請求者」という。）は、書面に必要な事項を記載し、学長に提出しな

ければならない。 

２ 第４条第２項から第５項までの規定は、訂正請求の場合について準用する。

この場合において、「開示請求者」とあるのは、「訂正請求者」、「開示請

求」とあるのは、「訂正請求」、「法第１２条第２項」とあるのは、「法第

２７条第２項」、「保有個人情報開示請求書」とあるのは、「保有個人情報

訂正請求書」、「委任状」とあるのは、「訂正請求に係る委任状」と読み替

えるものとする。 

３ 学長は、訂正請求に係る書類に不備があるときは、訂正請求者に参考とな

る情報を提供し、その補正を求めることができる。 

４ 保有個人情報訂正請求書を受理したときは、当該訂正請求者に当該保有個

人情報訂正請求書の写し１部を交付するものとする。 

５ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければ

ならない。 

 

（保有個人情報の訂正義務） 

第１３条 学長は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があ

ると認めるときは、当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必

要な範囲内で、当該保有個人情報の訂正をするものとする。 

 

（訂正請求に対する措置） 

第１４条 学長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正又は不訂正（以下「訂



正等」という。）の決定をしたときは、訂正請求者に対し、その旨を書面に

より通知するものとする。 

 

（訂正等の決定の期限） 
第１５条 学長は、法第２８条第３項に規定する補正に要した日数を除き、訂

正請求があった日から３０日以内に訂正等の決定を行うものとする。 

２ 学長は、法第３１条第２項の規定に基づき、３０日以内の範囲で前項の期

間を延長するときは、書面により訂正請求者に通知するものとする。 

 

（訂正等の決定の期限の特例） 

第１６条 学長は、訂正等の決定に特に長期間を要すると認めるときは、法第

３２条の規定に基づき、前条第１項に規定する期間内に、書面により訂正請

求者に通知するものとする。 

 

（事案の移送） 

第１７条 学長は、法第３３条第１項又は第３４条第１項の規定に基づき、独

立行政法人等又は行政機関の長に事案を移送したときは、書面により訂正請

求者に通知するものとする。 

 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第１８条 学長は、第１４条の訂正の決定に基づく保有個人情報の訂正の実施

をした場合において、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供

先に対し、書面によりその旨を通知するものとする。 

 

 

    第４章 利用停止 

（利用停止請求の手続） 

第１９条 法第３６条第１項、第２項及び番号法第３０条第２項の規定により

読み替えて適用する法第３６条第２項の規定に基づき、自己を本人とする保

有個人情報の利用停止、消去又は提供の停止（以下「利用停止」という。）

を請求する者（以下「利用停止請求者」という。）は、書面（以下「保有個

人情報利用停止請求書」という。）に必要な事項を記載し、提出しなければ

ならない。 

２ 第４条第２項から第５項までの規定は、利用停止請求の場合について準用

する。この場合において、「開示請求者」とあるのは、「利用停止請求者」、

「開示請求」とあるのは「利用停止請求」、「法第１２条第２項」とあるの

は、「法第３６条第２項」、「保有個人情報開示請求書」とあるのは、「保

有個人情報利用停止請求書」、「委任状」とあるのは、「利用停止に係る委

任状」と読み替えるものとする。 

３ 学長は、利用停止請求に係る書類に不備があるときは、利用停止請求者に



参考となる情報を提供し、その補正を求めることができる。 

４ 保有個人情報利用停止請求書を受理したときは、当該利用停止請求者に当

該保有個人情報利用停止請求書の写し１部を交付するものとする。 

５ 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなけ

ればならない。 

 

（保有個人情報の利用停止義務） 

第２０条 学長は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に

理由があると認めるときは、本学における個人情報（独立行政法人等非識別

加工情報及び削除情報に該当するものを除く。）の適正な取扱いを確保する

ために必要な限度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をす

るものとする。ただし、当該保有個人情報の利用停止をすることにより、当

該保有個人情報の利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業

の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この

限りではない。 

 

（利用停止請求に対する措置） 

第２１条 学長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止又は利用不停

止（以下「利用停止等」という。）の決定をしたときは、利用停止請求者に

対し、その旨を書面により通知するものとする。 

 

（利用停止等の決定の期限） 

第２２条 学長は、法第３７条第３項に規定する補正に要した日数を除き、利

用停止請求があった日から３０日以内に利用停止等の決定をするものとす

る。 

２ 学長は、法第４０条第２項の規定に基づき、３０日以内の範囲で前項の期

間を延長するときは、その旨を書面により利用停止請求者に通知するものと

する。 

 

（利用停止等の決定の期限の特例） 

第２３条 学長は、利用停止等の決定に特に長期間を要すると認めるときは、

法第４１条の規定に基づき、前条第１項に規定する期間内に、その旨を書面

により利用停止請求者に通知するものとする。 

 

 

    第５章 審査請求 

（審査請求及び情報公開・個人情報保護審査会への諮問） 

第２４条 学長は、開示等、訂正等又は利用停止等の決定又は開示請求、訂正

請求若しくは利用停止請求に係る不作為について審査請求があったときは、

委員会に意見を求めることができる。 



２ 学長は、開示等、訂正等又は利用停止等の決定又は開示請求、訂正請求若

しくは利用停止請求に係る不作為について、審査請求があったときは、次の

各号のいずれかに該当する場合を除き、法第４３条第１項の規定に基づき、

情報公開・個人情報保護審査会設置法（平成１５年法律第６０号）に規定す

る情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならない。 

（１）審査請求が不適法であり、却下する場合 

（２）裁決で、審査請求の全部を容認し、当該審査請求に係る保有個人情報

の全部を開示することとする場合（当該保有個人情報の開示について反

対意見書が提出されている場合を除く。） 

（３）裁決で、審査請求の全部を容認し、当該審査請求に係る保有個人情報

の訂正をすることとする場合 

（４）裁決で、審査請求の全部を容認し、当該審査請求に係る保有個人情報

の利用停止をすることとする場合 

 

（諮問をした旨の通知） 

第２５条 学長は、前条第２項の規定に基づき、諮問をしたときは、次に掲げ

る者に対し、諮問した旨を通知するものとする。 

（１）審査請求人及び参加人（行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）

第１３条第４項に規定する参加人をいう。以下この項及び次条第２号にお

いて同じ。） 

（２）開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人

又は参加人である場合を除く。） 

（３）当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した

第三者（当該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続き） 

第２６条 法第２３条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決を

する場合について準用する。 

（１）開示等の決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁

決 

（２）審査請求に係る開示等の決定（開示請求に係る保有個人情報の全部を開

示する旨の決定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る保有個人情報を

開示する旨の裁決（第三者である参加人が当該第三者に関する情報の開示

に反対の意思を表示している場合に限る。） 

 

（審査請求に対する裁決通知） 

第２７条 学長は、審査請求に対する裁決をしたときは、その旨を書面により

第２５条各号に規定する者に通知するものとする。 

 

 



    第６章 独立行政法人等非識別加工情報の作成及び提供等 

（独立行政法人等非識別加工情報等の作成及び提供等） 

第２８条 本学は、独立行政法人等非識別加工情報（（独立行政法人等非識別

加工情報ファイルを構成するものに限る。以下同じ。）を作成し、及び提供

することができる。 

２ 役員及び職員は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために

独立行政法人等非識別加工情報及び削除情報（保有個人情報に該当するもの

に限る。）を自ら利用し、又は提供してはならない。 

 

（提案の募集） 

第２９条 学長は、定期的に、本学が保有している個人情報ファイル（個人情

報ファイル簿に個人情報管理規程第２１条において引用する法第４４条の３

第１号に掲げる事項の記載があるものに限る。以下同じ。）について、次条

第１項の提案を募集するものとする。 

２ 前項の規定による提案の募集は、毎年度１回以上、当該募集の開始の日か

ら３０日以上の期間を定めて、インターネットの利用その他の適切な方法に

より行うものとする。 

３ 学長は、提案の募集に関し必要な事項は、あらかじめ公示するものとする。 

 

（独立行政法人等非識別加工情報をその事業の用に供して行う提案） 

第３０条 前条の規定による募集に応じて個人情報ファイルを構成する保有個

人情報を加工して作成する独立行政法人等非識別加工情報をその事業の用に

供する独立行政法人等非識別加工情報取扱事業者になろうとする者（以下「提

案者」という。）は、学長に対し、法第４４条の５第２項各号に掲げる事項

を記載した書面（以下「提案書」という。）により、当該事業に関する提案

をすることができる。 

２ 代理人によって前項の提案を行う場合にあっては、提案書に当該代理人の

権限を証する書面を添えて行うものとする。この場合において、次項第３号

から第５号までの規定中「提案者」とあるのは「代理人」と読み替えるもの

とする。 

３ 提案者は、提案書に次に掲げる書面を添付しなければならない。 

（１）提案者が次条において引用する法第４４条の６各号のいずれにも該当し

ないことを誓約する書面 

（２）提案に係る独立行政法人等非識別加工情報の利用の目的及び方法その他

当該独立行政法人等非識別加工情報がその用に供される事業が新たな産業

の創出又は活力ある経済社会若しくは豊かな国民生活の実現に資するもの

であることを明らかにする書面 

（３）提案者が個人である場合にあっては、その氏名及び住所又は居所と同一

の氏名及び住所又は居所が記載されている次に掲げる書類の写し 

  イ 運転免許証 



  ロ 健康保険の被保険者証 

  ハ 個人番号カード 

  ニ 在留カード 

  ホ 特別永住者証明書 

  ヘ その他法律又はこれに基づく命令の規定により交付された書類であっ

て、提案者が本人であることを確認するに足りるもの 

（４）提案者が法人その他の団体である場合にあっては、その名称及び本店又

は主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名と同一の名称及び本店又は主

たる事務所の所在地並びに氏名が記載されている登記事項証明書又は印鑑

登録証明書で提案の日前６か月以内に作成されたものその他法律又はこれ

に基づく命令の規定により交付された書類であって、提案者が本人である

ことを確認するに足りるもの 

（５）提案者がやむを得ない事由により前２号に掲げる書類を添付できない場

合にあっては、当該提案者が本人であることを確認するため本学が適当と

認める書類 

（６）前各号に掲げる書類のほか、本学が必要と認める書類 

４ 学長は、提案書若しくは前２項の規定により添付された書類に不備があり、

又はこれらに記載すべき事項の記載が不十分であると認めるときは、提案者

又は代理人に対して、説明を求め、又は当該提案書若しくは書類の訂正を求

めることができる。 

 

（欠格事由） 

第３１条 法第４４条の６各号のいずれかに該当する者は、前条第１項の提案

をすることができない。 

 

（提案の審査等） 

第３２条 学長は、第３０条第１項の提案があったときは、当該提案が別に定

める基準（以下「基準」という。）に適合するかどうかを審査するものとす

る。この場合において、学長は、当該個人情報ファイルを保有する部局の長

の意見を求めるとともに、必要に応じて委員会に意見を求めるものとする。 

 

（審査結果の通知） 

第３３条 学長は、前条の規定により審査した結果、第３０条第１項の提案が

基準に適合すると認めるときは、当該提案者に対し、法第４４条の７第２項

各号に掲げる事項を通知するものとする。 

２ 前項による通知は、次に掲げる書類を添えるものとする。 

（１）第３５条の規定による独立行政法人等非識別加工情報の利用に関する契

約の締結の申込みに関する書類 

（２）前号の契約の締結に関する書類 

３ 学長は、前条の規定により審査した結果、第３０条第１項の提案が基準に



適合しないと認めるときは、当該提案者に対し、理由を付して、その旨を通

知するものとする。 

 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第３４条 学長は、個人情報ファイル簿に法第４４条の３第３号に掲げる事項

の記載がある個人情報ファイルに係る第３０条第１項の提案については、当

該提案を当該提案に係る個人情報ファイルを構成する保有個人情報が記録さ

れている法人文書の独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平

成１３年法律第１４０号。以下「情報公開法」という。）第３条の規定によ

る開示の請求と、前条第１項の規定による通知を当該法人文書の全部又は一

部を開示する旨の決定とみなして、情報公開法第１４条第１項及び第２項の

規定を準用する。この場合において、同条第１項中「独立行政法人等は」と

あるのは、「独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に

関する法律第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。次項において同

じ。）は」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

２ 前項において準用する情報公開法第１４条第１項又は第２項の規定により

意見書の提出の機会を与えられた同条第１項に規定する第三者が第３０条第

１項の提案に係る独立行政法人等非識別加工情報の作成に反対の意思を表示

した意見書を提出したときは、当該提案に係る個人情報ファイルから当該第

三者を本人とする保有個人情報を除いた部分を当該提案に係る個人情報ファ

イルとみなして、この章及び個人情報管理規程第２１条及び第２２条の規定

を適用する。 

 

（独立行政法人等非識別加工情報の利用に関する契約の締結） 

第３５条 第３３条第１項の規定による通知を受けた者は、第３３条第２項の

書類を学長に提出することにより、本学との間で、独立行政法人等非識別加

工情報の利用に関する契約を締結することができる。 

 

（独立行政法人等非識別加工情報の作成等） 

第３６条 学長は、独立行政法人等非識別加工情報を作成するときは、特定の

個人を識別することができないように及びその作成に用いる保有個人情報を

復元することができない（個人に関する情報について、当該個人に関する情

報に含まれる記述等により、又は当該個人に関する情報が他の情報と照合す

ることができる個人に関する情報である場合にあっては他の情報（当該個人

に関する情報の全部または一部を含む個人情報その他の独立行政法人等の保

有する個人情報の保護に関する法律第四章の二の規定による独立行政法人等

非識別加工情報の提供に関する規則（平成２９年個人情報保護委員会規則第

２号）第２条で定める情報を除く。）と照合することにより、特定の個人を

識別することができないことをいう。）ようにするために必要なものとして



別に定める本学における独立行政法人等非識別加工情報の作成に関する基準

に従い、当該保有個人情報を加工しなければならない。 

２ 前項の規定は、本学から独立行政法人等非識別加工情報の作成の委託を受

けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

 

（作成された独立行政法人等非識別加工情報をその用に供して行う事業に関す

る提案等） 

第３７条 個人情報管理規程第２２条の規定により個人情報ファイル簿に同条

において引用する法第４４条の１１第１号に掲げる事項が記載された独立行

政法人等非識別加工情報をその事業の用に供する独立行政法人等非識別加工

情報取扱事業者になろうとする者は、学長に対し、書面により、当該事業に

関する提案をすることができる。当該独立行政法人等非識別加工情報につい

て第３５条の規定により独立行政法人等非識別加工情報の利用に関する契約

を締結した者が、当該独立行政法人等非識別加工情報をその用に供する事業

を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 第３０条第１項から第４項まで、第３１条、第３２条、第３３条及び第３

５条の規定は、前項の提案について準用する。この場合において、第３０条

第１項中「法第４４条の５第２項各号に」とあるのは「法第４４条の５第２

項第１号及び第４号から第８号までに」と読み替えるものとする。 

 

（独立行政法人等非識別加工情報の利用に係る手数料） 

第３８条 第３５条（前条第２項において準用する場合を含む。この条及び次

条において同じ。）の規定により独立行政法人等非識別加工情報の利用に関

する契約を締結する者は、次に掲げるところにより、手数料を現金で納めな

ければならない。 

（１）前項の手数料の額は、２１，０００円に次に掲げる額の合計額を加算し

た額とする。 

  イ 第３４条第１項において準用する情報公開法第１４条第１項又は第２

項の規定により意見書の提出の機会を与える同条第１項に規定する第三

者１人につき２１０円（当該機会を与える場合に限る。） 

  ロ 独立行政法人等非識別加工情報の作成に要する時間１時間までごとに

３，９５０円 

  ハ 独立行政法人等非識別加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払

う額（当該委託をする場合に限る。） 

（２）前条第２項の規定により納めなければならない手数料の額は、次の各号

に掲げる独立行政法人等非識別加工情報の利用に関する契約を締結する者

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

  イ ロに掲げる者以外の者  第３５条の規定により当該独立行政法人等

非識別加工情報の利用に関する契約を締結する者が前号の規定により納

めなければならない手数料の額と同一の額 



  ロ 第３５条の規定により当該独立行政法人等非識別加工情報の利用に関

する契約を締結した者  １２，６００円 

 

（独立行政法人等非識別加工情報の利用に関する契約の解除） 

第３９条 学長は、第３５条の規定により独立行政法人等非識別加工情報の利

用に関する契約を締結した者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

契約を解除することができる。 

（１）偽りその他不正の手段により当該契約を締結したとき。 

（２）第３１条において引用する法第４４条の６各号（第３７条第２項におい

て準用する場合を含む。）のいずれかに該当することとなったとき。 

（３）当該契約において定められた事項について重大な違反があったとき。 

 

 

    第７章 雑則 

（事務） 

第４０条 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の実施並びに独立行政法人

等非識別加工情報の作成及び提供等に関する事務は、企画・教育部企画総務

課が行う。 

 

（雑則） 

第４１条 この規程に定めるもののほか、保有個人情報の開示、訂正及び利用

停止並びに独立行政法人等非識別加工情報の提供に関し必要な事項は、別に

定める。 

 

 

附 則 

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１８年５月２５日から施行し、平成１８年４月１日から適

用する。 

附 則 

この規程は、平成１８年１１月１５日から施行し、平成１８年４月１日から

適用する。 

附 則 

この規程は、平成１９年７月２６日から施行し、平成１９年４月１日から適

用する。 

附 則 

この規程は、平成２１年９月１５日から施行し、この規程による改正後の国

立大学法人奈良先端科学技術大学院大学保有個人情報保護規程の規定は、平成

２１年９月１日から適用する。 



附 則 

 この規程は、平成２１年１２月１５日から施行する。 
附 則 

この規程は、平成２２年８月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２５年８月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２９年５月３０日から施行する。 

 


